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☆オンライン知的財産セミナー（少し深読み「特許・実用新案審査基準」） ⑻☆均等論の第５要件−意識的除外 …………… ⑴

１　最高裁第三小法廷平成10年２月24日判決
ボールスプライン軸受事件最高裁第三小法廷平

成10年２月24日判決（民集52巻１号113頁）は、均
等論（又は均等侵害）について、以下のとおり判
示した。

「特許権侵害訴訟において、相手方が製造等をす
る製品又は用いる方法（以下「対象製品等」とい
う。）が特許発明の技術的範囲に属するかどうかを

判断するに当たっては、願書に添付した明細書の
特許請求の範囲の記載に基づいて特許発明の技術
的範囲を確定しなければならず（特許法七〇条一
項参照）、特許請求の範囲に記載された構成中に
対象製品等と異なる部分が存する場合には、右対
象製品等は、特許発明の技術的範囲に属するとい
うことはできない。しかし、特許請求の範囲に記
載された構成中に対象製品等と異なる部分が存す
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都道府県・市町村等の事項（役職・氏名）を収録。
下巻  都道府県 ・ 市町村等

(本体価格 13,600円税込価格  14,960円　  消費税（10％）1,360円)978-4-17-073701-0

立法、行政、司法の機関、独立行政法人、国立大学法人、特殊法人等事項（役職・氏名）を収録。
上巻 　中央官庁等
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